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図 3.57 一様流中における円柱の表面粗度影響

表 3.17 円柱の表面粗度に対する抗力係数

抗 力

表面粗度
変化亭臨界レイノルズ数 臨界レイノルズ数

(~/ Dl (CDO) (Coll (o(•CDOICol) 

1 X 10-J 1.2 0.92 0,77 

1 X 10-2 l. 2 0,7 0,89 

1,5 
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Ik/D・1x 10-2 

10 
-2 
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Re 

図 3.58 2本円柱の抗力係数

である。この図から，臨界レイノルズ数以下と以上の

抗力係数を求めた結果を表 3.18に示す。

(60) 

表 3.18 臨界レイノルズ数に対する

円柱の抗力係数

臨以界〗り信三
b) 端部を有する円柱の抗力係数について

要素浮体は実際には端部を有しており，そのアスペ

クト比は鏡像効果も考えると 0.54とかなり大きい。

そこで，円柱の端部の影響について調べて見ると，

Hoerner1)，岡本等29)，水工学便覧30)，土木学会設計基

準等5)があり，何れも臨界レイノルズ数以下での実験

結果である。

それらの資料から端部影響について 2次元円柱に対

する補正係数の形で求めた結果を表 3.19に示す。この

表から各資料の補正係数は大略同じ値を示している。

これに対しイギリスの建築物荷重埜準では臨界レイ

ノルズ数以上の円柱のアスペクト比に対する補正係数

を過去の実験結果から図 3.59の様に与えている。こ

表 3.19 各資料による円柱の端部

補正係数

抗力係数

文 献 補正係数

D/t零 0,0 Dll = 0, 54 

Hoerner 1.20 0,70 0,58 

岡本等 1. 15 0. 73 0,63 

水工学便覧 1,20 0,67 0,56 

設計指針 0,60 
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図 3.59 臨界レイノルズ数以上の円柱のアスペ

クト比に対する補正係数



の場合の補正係数は 0.8で，先に示した臨界レイノル

ズ数以下の結果よりかなり大きな値になっている。

(2) 潮流力の推定

a) 抗力係数の推定

これまでは，円柱の抗力係数の調査を個別に行って

きたので，それ等を用いて全ての影響を考慮した抗力

係数を求め，潮流力を推定する。

i) 滑面の単円柱の抗力係数を修正する場合

イ）レイノルズ数を満足する滑面の単円柱の抗力係

数 (Cno)

Cno=0.4~0.8 (0. 7) 

（ ）内の値は最も多い値を表わす。

ロ）端部影響に対する補正係数 ({3)

{3=0.8 

ハ）円柱群の相互干渉影響係数 (r)

r1=l.O, rz=-0.17~0.16 (0), 

ra=0.07 ~O. 46 (0.4) 

二）求める抗力係数

第 1 行~ Cm=Cno x {3 x r1=0.56 

第 2行H Cm=CDoX §xr2=0 

第 3行目以降 Cna=Cno x {3 x ra=O. 224 

ii) 粗面の単円柱の抗力係数を修正する場合

イ）レイノルズ数を満足する粗面の単円柱の抗力係

数 (C伽）

C伽＝0.92~1.07(1.0) 

ロ）粗面の単円柱の抗力係数 CDを滑面の単円柱の

抗力係数による修正係数 (o)

o=C伽/Cno=l.43

ハ）求める抗力係数

第 1行目 C伽＝Cmxo=0.80

第 2行目 C伽＝C肛 xo=O

第 3行目以降 C伽＝CD3xo=0.32

iii) 円柱群の抗力係数を修正する場合

イ）無限円柱群の抗力係数 (CD)

Cmo= 1. 2~ 1. 37 (1. 3) 

C叩 o=0.27~0.5(0.35) 

ロ）レイノルズ数の影響の修正係数 (a)

a=0.33~0.67 (0.6) 

ハ）端部の影響の修正係数 (/3)

/3=0.8 

二）求める抗力係数

第 1行目 Cm=l.3 x0.6 x0.8=0.624 

第 2行目以降 C肛＝0.35X 0.6 X 0.8=0.168 
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iv) 有田等の提唱する抗力係数を使った場合

有田等の資料はレイノルズ数も満足するし少ないな

がらも円柱群の条件もあり，かつ端部影響も含まれて

いる。そのアスペクト比は 0.312であり，ここで求め

るアスペクト比は 0.54と少し異なるがその羞の及ぼ

す影響は小さいので無視できるものとすると抗力係数

は，第 1行目が 0.70,第 2行H以降が 0.05となる。

V) 抗力係数のまとめ

以上の資料から求めた抗力係数をまとめると表3.20

になる。

表 3.20 単円柱群の抗力係数

抗 力 係 数

状 懇

第 1行目 第 2 行目 3行目以降

(I) 滑面の単円柱 0.56 

゜
0,224 

(i!) 粗面の洋円柱 0,80 

゜
0,32 

(Ill)滑面 円柱群 0.624 0.168 0,168 

(iv) 有田等（滑 OO) 0.70 0,05 0,05 

b) 潮流力の推定

表 3.20に示した抗力係数を使って全体浮体の X-

方向， Y-方向の潮流力は， 次式を用いて求めること

ができ，推定した潮流力を図 3.60に示す。

10、000

仁

魃

軍

5,000 

1,0 2.0 
潮流速度

図 3.60 全体浮体の潮流カ

Fx=Fx1 +Fx2+Fxa 

= {133(Cm+C叩）＋44.067Cm-n}v2 

Fy=Fn +FY2+FYa 

= {792(Cm+C叩）＋42.750Cm-n} v2 

Fx=X方向の潮流力 (t)

Fy=Y方向の潮流力 (t)

a＝投影面積 (mり (=45.5mり

3,0 
knots 
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v＝潮流速度 (m/sec)

n＝要素浮体の本数 (Suffix:nは n本目の意味）

この図から判るように既存資料による全体浮体に働

＜潮流力は相当ばらつくが，ここでは， i) の滑面の

単円柱と iii) の円柱群の中間の値を適用することに

する。

(3) 潮流力の概略推定値ならびに推定法に関する間

題点

最後に，第 3章で設定された潮流速度における潮流

カの概略推定値を図 3.60の case(i)および (iii)を

参考として定め，それを表 3.21に示しておく。なお，

推定精度を向上させるためには今後次の事項について

検討する必要がある。

表 3.21 全体浮体に働く潮流力の推定値

通 常 時 異 常 時

X 流 速 0.8 knots 2.0 knots 
)j 

向 潮流力 1,300 tons 9,500 tons 

y 
流 速 o ktons 0,3 ktons 

方

向潮流力 O ton 200 tons 

表 3.22 各資料による円柱のストローハル数

資 科

(O)単円柱（糧子田等）

(bl直列2本円柱(Ill島等）

(C) ク

(d)円柱酔（船川等）

振

動

JIii 

期

300sec 

200 

100 

表面状麟 レイノルズ数 ストロー＾ル数

滑面 6,3 X 106 0,25 

i'lt iii 6,3 X 105 0,28 ~ 0，り2（第／書目）

0,19-0,32（錆2看目）

粗面 3,8 X 105 0,14 

滑面 20 X 104 0,43 ~0,50 

1.0 1.5 2,0 2.5 3.0 
襴涜速度

knOts 

図 3.61 各資料に埜づく実機の振動数

そして，実機に対する渦の振動数を潮流速度に対し

て計算した結果を図 3.61に示す。

この図から潮流速が 1ノット程度であれば振動周期

は滑面で 18~36秒，粗面で 50秒程度である。した

がって，何れの場合でも非常に小さい振動数となるこ

i)臨界レイノルズ数以上での要素浮体群の各円柱 とが予想される。

の抗力の相互干渉影響。 3.3.2 水槽実験による要素浮体群間の相互干渉効

ii)要素浮体群の 3次元影響（端部を含む）とその 果及び縮尺影響の調査

レイノルズ数に対応した変化。 （1) 実験の目的

iii)浅水底の抗力におよぼす影響。 要素浮体群に働く潮流力は，相互干渉が複雑である

iv)要素浮体全体に対する潮流力の回流率。 ことと，実機のレイノルズ数が臨界レイノルズ数（限

この問題点を検討のためには模型実験を実施するこ 界レイノルズ数）よりも高いところにある点が実機に

とが必要であるが対象物があまりにも巨大なため，実 働く潮流力を推定する際の障害となる。

験の規模や実験設備等の制約がある中で，種々の条件 ここでは，要素浮体として円筒型を取り上げて，

を満足するように実験方法も工夫する必要がある。 ①レイノルズ数が亜臨界城での実験で， 16本の円筒

(4) 潮流による振動力の周期 型要素浮体模型を用いた潮流力の相互干渉を調べるも

一般に流れの中におかれた円柱はカルマン渦により の及び，②縮尺の異なる 3種類の模型を用いて，フ

振動力が生じるので，この場合についても一応検討を ルード数が大きくならないようにしながら，レイノル

汀つ。 ズ数が亜臨界から超臨界の範囲にわたる時の潮流力が

かなり高いレイノルズ数において端部を有する要索 どのように変化するかを調べるものの 2種類の実験を

浮体群という条件にかなった資料がないので，種子田 実施し，要素浮体群に働く潮流力に関する墓礎的な関

等81)が報告した単円柱の結果，岡島等8)の直列 2本円 係を調べることにした。

柱の結果及び船川等32)の格子型配列の円柱群の結果を (2) 実験方法

用いて振動数の概略値を推定する。 実験は大阪大学の試験水槽及び明石船型研究所の試

各資料からのストローハル数を求めた結果を表3.22 験水槽を使用し，模型を電車で曳引した状態で力を測

にまとめる。 定した。

(62) 
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図 3.62 要素浮体模型の主要寸法

模型の寸法は図 3.62に示すごとく縮尺が 1/16.7, 

1/8. 75及び 1/3.9の3種類で，実験の状態及び模型の

配列を図 3.63に示す。

潮流力は個々の模型に働く力を検力計により計測し

た。また，模型間を流れる流速をプロペラ式流速計で

計測した。

なお，要素浮体の相互間の距離は実機で 15mであ

る。

(3) 実験結果及び考寮

実験結果を図 3.64から図 3.71に示す。図中の Rn

はレイノルズ数， U は潮流速度及び CD は抗力係数
1 であり，砂は FD/½pAU2 である。ここで， FD は
2 

抗力， Aは円柱の潮流方向の投影面積， pは流体の密

度である。

a) 相互干渉効果

4行 4列の図 3.65, 図 3.66及び 2行8列の図 3.67

から，抗力係数は先頭の円柱の抗力係数と 2番目以降

の円柱の抗力係数とに大別できる傾向を有しているこ

63 

とがわかる。

そして，レイノルズ数が 0.4 ~ 1. 5 X 105の範囲では

先頭円柱の抗力係数は 0.6~0.8,2番目以降の円柱の

抗力係数は 0.16~0.32となっている。

なお， 4本の場合の図 3.64からも， 2番目が 3番

目と 4番目よりやや小さくなる傾向があるが，上述の

傾向に合致した値を示している。

また， 2番目以降の抗力係数は， 4本の場合の 3番

目及び 4番目が約 0.3, 4行4列の場合が 0.2~0-3,

2行 8列の場合が 0.16~0.25という値となり，円柱

の本数及び配列により変化する傾向がある。

4行 4列及び 2行8列の場合の円柱間を流れる平均

流速の例を図 3.68及び図 3.69に示す。この図から

円柱間の流速は単調に減少していくような傾向が見受

けられない。

b) 縮尺影響

縮尺の異なる 3種類の模型による広範なレイノルズ

数に対する抗力係数の変化の様子を図 3.70及び図

3.71に示す。

この図から 1本の場合，臨界レイノルズ数が約 1.4

X 105付近であり，抗力係数は亜臨界で 0.7~0.75,

超臨界で Q.4~0.5である。この傾向は 2本の場合の

1番目の円柱及び 3本の場合の 1番目の円柱にもみら

れる。すなわち，先頭の円柱は後方の円柱の影響をう

けていないといってよい。

3本の場合の 2番目の円柱の抗力係数はレイノルズ

数の増加とともに増加し，超臨界レイノルズ数付近で

ほぼ一定値に落ち着くことが判る。 3番目の円柱の抗

力係数はレイノルズ数にかかわらず 0.3~0.4のほぼ

一定値である。

MODEL A 16 

CASE 1 → O 

CASE 2 -ooo 水温 10°c

CASE 3 → 0000 

0000 V-0,13へ0,40m/s

CASE 4 
0000 

直r0000 

0000 Re•0,42"-l.28 

゜
x10 5 

0 0 O0 ゚。0 
0 0 

CASE 5 -o 0 Fn•0,064"-0,197 
0 0 

゜゚ 水温 24°c

CASE 6 一00000000 V=0.13へ0,40m/s5 

00000000 RFen =0,6"-l.9Xl0 
=n nCI• へ n 107 

MODEL A 9 

CASE7 |_。
CASE8 l-0 0 

CASE 9 I--000 

水温 24°

V=0,15~ 0,55 m/s 
5 Re•l.3~4,8xlO 

Fn=0.052,,.,0,196 

MODEL Aり

ASE10l- 0 
ASElll=_Q_Q 

ASE 12 ¥-000 

水温 24°

V・O,l 0,6 m/s 
5 

Re•2,,.,12刈10

Fn•O, 02"-0, 14 

図 3.63 潮流力計測実験状態
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図 3.64 円柱群の抗力係数分布
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図 3.65 円柱群の抗力係数分布
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円柱群の抗力係数分布図 3.67
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図 3.68 円柱群間の平均流速
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図 3.69 円柱群間の平均流速

4本の場合の 3番目， 4番目の抗力係数は 3本の場

合の 3本目に対応する値が得られている。なお， 4本

の場合の 3番目， 4番目の抗力係数は 4行 4列及び 2

行 8列の結果を参考にすれば相互干渉効果で述べたよ

3 ROWS 

1.0 二眉□日
u ..... ， 

.j0,5~ 
)(IX 
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1.0 

0,5 
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Rn 

図 3.70 円柱の抗力係数

うに 2本目以降は同じ値を示し，その値は本数により

変化する傾向はあるが，レイノルズ数によってはあま

り変化しないといえる。

既存資料による潮流力の推定では 1本目， 2本目，

3本目以降の要素浮体に対して抗力係数が異なってい

たが，実験結果からこの考えがおおむね正しいことが
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(1) 抗力係数の推定

1/8分割模型を用いた実験において得られた潮流カ

を流速の 2乗で除した値を流向に対して示したものが

図 3.72である。

デ I

`で••一す巨
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゜
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図 3.71

6 
Rn 

円柱の抗力係数

12x10S 

確品された。しかしながら， 2本目以降の抗力係数が

直線的に減少していくという仮定は立証されず，ほぼ

一定値をとることが実験で得られた。また，本数が増

えるとその一定値が小さくなるという傾向があること

も確認できた。

その他，超臨界レイノルズ数領城においては 2本H

と3本目以降の抗力係数とは大差がないといえる。し

たがって，要素浮体の本数の多い場合には，全体浮体

に働く潮流力を推定する際に 1本Hと2本H以降とに

区別して抗力係数を設定しておけば，十分であると考

えられる。

したがって，要素浮体群の本数の効果に対する 2本

目以降の抗力係数を如何に設定するかが重要な要素と

なってくる。

なお，フルード数に関して田中33)によれば Fn~0.3

であれば円柱に働く造波抵抗成分は無視でき，実機で

は Fn~0.12, 模型実験では Fn~0.197 であるために

造波抵抗はほとんど考慮する必要はないといえる。

3.3.3 潮流力の推定法及び推定値

実機の全体浮体に働く潮流力の推定は，前述の要素

浮体群に働く抗力に関する実験にて得られた甚本的性

質と， 1/8分割模型に関する実験にて得られた潮流力

の結果を用いて行なうこととする。
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模型に働く潮流力と流向との関係

今，流向が 0゚ 及び 90° の場合の値を用いると X

方向及び Y 方向の潮流力は次式で求められる。

Fx=14l V2 (kg) 

Fy=322V2 (kg) 

ここで， V は潮流速度 (m/sec)である。

これに前述の推算手法を導入すると，

Fx= 141 V2= {7 x C訟＋7x41C沿｝ x0.5pV囁

Fy=322い＝｛42xC加十42x6C紛｝ x0.5pV2A

と書ける。ここで，投影面積 (A)=;:0.047m釘流体密

度 (p)=;:102 kg sec2/m4である。

そこで， 1/8分割模型実験にて得られた結果として

1番目の抗力係数が円柱浮体の配列に関係なく 0.6~

o.8であったので C協l=C訟＝0.75 として代入する

と， C訟＝0.19及び C沿＝0.46が得られる。

この値は，実験で得られた 2番目以降の抗力係数が



0.16~0. 32であることから判断すると， C1がは大略

妥当な値になっているが， C沿は多少過大な値となっ

ていることが判る。

(2) 実機の潮流力の推定法及び推定

まず，流入角 (x)が ooの場合の超臨界レイノルズ

数における潮流力は，水槽模型実験の結果に甚づいて，

C甜 を 0.5と設定し， C沿は前述の結果に墓づいて

0.2と設定する。

したがって，流入角が ooの場合に全体浮体に働く

工軸方向の潮流力は，

主滑走路用浮体

Fけ(x=0°)={56 x C訟十56X 332Cjぢ｝

x0.5pAV2 

=8.523い（tf)

補助滑走路用浮体

FJB>(x=0°)= {26 x C訟＋26x256C紺｝

x0.5pAV2 

=3.060い (tf)

にて推定することができる。

流入角の変化及び y軸方向の潮流力は，図 3.72を

参照して，次式にて推定することができる。

主滑走路用浮体

Fげ(x=0°)=0

FJAl(x=90o)=O 

322 
FJA) =(x=90°)=FJAl(x=0°) x ~ (tf) 

141 

補助滑走路用浮体

195 
F竺(x=45°)=F評 (x=0°)x~ (tf) 

141 

240 
FJBl(x=45°)=FふBl(x=0°)x~ (tf) 

141 

以上は要素浮体の表面が滑面の場合であり，表面の

表 3.23 全体浮体に働く潮流力

単位 (tdl ) 

謬 主滑走路用 補助滑走路用

00 
45゚

90° 00 
45゚

goo 

NI 
Fx 1,010 501 

FY 

゜
618 

N2 
Fx l, 36 1 675 

Fy 

゜
832 

N3 
Fx 1, 533 760 

Fy 

゜
937 

N4 
Fx 2,061 1,022 

Fy 

゜
1,26()' 

N5 ← Fx 2,061 1』(J22

Fy 

゜
1,260 

Al 
Fx 12,880 

゜
6,395 

＇ 
FY 

゜
622 7,156 

A3 □F_)( Y 
11,624 5,050 

゜
5,651 
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粗度を考慮した場合の潮流力は， 3.3.1の (2),ii), 

ロ）において求めた結果を用いて滑面時の 1.43倍と

すればよいといえる。

以上の推定法を用いて実機の主滑走路用及び補助滑

走路用浮体に作用する潮流力を前述の気象・海象条件

に対応する値を推算すると，表 3.23のようになる。

この表において出会角が 0゚ とは浮体の長手方向から

の流れであり， Fxは浮体の長手方向に働く潮流力で，

Fyはそれに直角方向に働く潮流力である。

3.4 全体浮体に働く外力の推定

本芹では，既に設定された自然環境条件下において

全体浮体に働く外力として，風荷重，波浪外力，潮流

力について調査検討し，その値を設定した。すなわち，

まず，既存資料によって諸外力の概略値の推定を行な

うとともに，その推定精度の向上を計るに必要な問題

点を抽出し，次いで，間題点の解明のための模型実験

を実施し，得られた成果を用いて外力を推定した。こ

こにはその最終推定値をまとめ，以下に示す。

3.4.1 風荷重の推定値

表 3.24に風荷屯の推定値を示す。この値は表 2.15 

で設定した各気象・海象状態に対応する風速（平均風

速）に対して設定されたものである。風速の時間変動

あるいは場所的不灼一性による効果は別の常にて検討

することとする。

表 3.24 全体浮体に働く風荷重

単 位 (tonまたは tOn-m)

I鴨：
主滑走路用 補助滑走路用

00 45゚ 90° 00 45゚ 90° 

Fx 100 80 10 60 40 
゜Nl Fv 

゜
100 170 

゜
70 120 

M lxl2O 04 0 
5xl0 4 lxlO 4 

゜
2xl0 4 

゜| FX 170 20 120 80 
゜N2 Fv 

lxlO 舟
210 350 

゜
140 250 

M lOxlO 4 lxlO 4 
゜

SxlO 4 
゜Fx 280 230 30 160 110 
゜N3 Fv 

2x舟l0 14x2l90 0 4 
490 

゜
190 350 

M 2xl0 “ 
゜

5xl0 4 
゜Fx 730 590 70 420 280 
゜N4 Fv 

5xl0 ー10・ 36x7l0 5入0 
l 27Q 4 

゜
500 900 

M SxlO 
゜

l2xl0 4 
゜Fx l, 770 l,450 l60 1,020 690 
゜N5 Fv 

13xl0 30 4 8l 7x一8l0 20 3 090 
゜

l 230 2 190 

M 12xl0 4 
゜

29xl0 4 
゜Fx 7,090 5,800 640 4,070 2,750 
゜Al Fv 100 

34.97'Jx. 2ClC 80 石0 Il-SO2-'-.x3_l_lO 0 r 1.o_  
ll45x， .9l-00 3 0 

8 760 

M 52xl0 4 
゜ ゜

3.4.1 波浪外力の推定値

全体浮体に働く波浪外力は 3.2で述べたように波の

周波数及び波の入射角の変化に対して激しく変化する

が，それを実効値的意味で平滑化した値として取り扱

うことにする。その推定値は図 3.47及び図 3.48に

(67) 
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表 3.25 全体浮体に働く波漂流カ

単位 (ton)

虞 I 0° 

主滑走路片1 補助滑走路用

45° 90゚ 0° I 4s0 I 90゚

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
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2

2

3

9
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0

0
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0

0

0

0

0
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示すごとくである。

全体浮体に働くもう一つの波力である波漂流力に関

する推定値を表 3.25に示す。この値は表 2.15で設

定した各気象・海象状態に対応する波高と波周期に対

して設定されたものである。

3.4.3 潮流力の推定値

表 3.26に潮流力の推定値を示す。

表 3.26 全体浮体に働く潮流力

単位 C ton) 

攣
主滑 走路用 補肋滑走路用

00 
45 ゚ 90゚ 0゚ 45゚ 90 ゚

Nl Fx 1,010 500 

恥y

゜
620 

Fx l,360 680 N2 
Fy 

゜
830 

N3 Fx 1. 530 760 

Fy 

゜
940 

N4 Fx 2,060 1,020 

Fy 

゜
1,260 

N5 膚—
2,060 1,020 

゜
1,260 

Al 
Fx 12,880 

゜
f>,400 

Fy 

゜
も20 l」 1.6巴一

A3 Fx 11,620 5,050 
I ― 

FY 

゜
5,650 
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第4章浮体の挙動及び係留力の推定法

浮体式海上空港は長大な滑走路部（上部構造体）を

多数の要素浮体で水面上に持ち上げる構造様式であ

る。この様な構造様式を有する構造物では，各要素浮

体間に複雑な流体力学的な相互干渉が存在する。ま

た，全体を巨視的に見ると，薄い構造物になって波浪

中における挙動を剛体として取り扱っては不十分で，

弾性体として販り扱う必要があるといえる。

さらに，構造物を定位置に保持させる係留装置（ド

ルフィンダンバ一方式）は強い非線形性を有している

ため，その影響が構造物の挙動に顕著に現われてくる

ものと考えられる。

そこで，本章では，浮体式海上空港の波浪中におけ

る挙動及び係留力に関して縮尺模型を用いた水槽実験

を行い，その実験結果に基づいて浮体式海上空港の波

浪中における挙動及び係留力を理論的に推算する手法

を確立するための速動方程式の糾立て，速動方程式の

諸係数及び推算手法の検証を行う。なお，気象・海象

条件は第 2章において設定されており，それらの条件

下における波浪外力，風荷屯及び潮流力などの諸外力

は第 3窄において設定されている。

縮尺模型を用いた水槽実験を実施するに当っては浮

体全体を模型化すると実験施設及び実験技術の面にお

いて多くの問題が生じるため，これまでの実績を考慮

して縮尺を約 1/30とし，全体の部分模型を用いて波

浪中における水槽実験を行った。なお，供試模型の剛

性は想定実機とほぼ相似な弾性体模型とし，また，係

留系の非線型性についても出来得る限り想定実機に相

似にさせた。

4.1 浮体の流体力学的特性の推定

浮体式海上空港（以後全体浮体という）の波浪中に

おける挙動及び係留ドルフィンに作用する係留力を理

論的に推定するために，全体浮体の 6自由度の運動方

程式を組立て，連動方程式の諸係数などを設定する。

全体浮体の流体力係数を設定するために，まず，建造

ュニット模型の自由動揺実験によって要素浮体間の流

体力学的な相互干渉が流体力係数に及ぼす影響を調査

し，つぎに，有限要素法による理論計算結果と縮尺模

型による強制動揺試験結果との比較検討を行い，最後

に，これらの結果に甚づいて要素浮体の流体力係数を

設定した。

なお，全体浮体の波浪中における挙動及び係留力を

推算するための運動方程式を組み立てるに際して，全

体浮体の 6自由度の挙動は剛体と仮定し，鉛直面内の

挙動に現われる全体浮体の弾性変形の影響は別途考慮

することとした。

4.1.1 運動方程式

迎動方程式を組立てるに際して，全体浮体の座標系

を図 4.1のように設定する。全体浮体の X,y及び

Z軸方向の変位（前後動，左右動，上下動）及び X,

Y 及び Z 軸まわりの回転（横揺れ，縦揺れ，船首揺

れ）をそれぞれ工， y,z及び <p,{), cpとする。
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図 4.1 全体浮体の座椋系

要素浮体は図 4.1に示すように n行 m列であり，

係留ドルフィンは浮体の長辺及び短辺に沿ってそれぞ

れ K甚及び l甚である。また，波入射角 (x)は図

4.1に示すようにとる。

全体浮体の挙動を支配する 6自由度の運動方程式を

組立てるに当って，次の仮定を設ける。

イ） 全体浮体は 6自由度とも剛体とする。

ロ） 係留ドルフィンに作用する係留力は水平方向

にのみ作用する。

ハ） 係留系による減衰力は線形として取扱える。

運動方程式は，一般性をもたせるために連成項を含

めて次の様に設定する。

前後動： （M+Axx)仕十Bx註＋AxoO+B叶

＋こ {B→+f（む）｝＝Fx
j=l 

左右動： （M +Avv)jj+B頑＋A臼＋B硫

k 

＋ ~{B叫i+/（刀i)} =Fv 
i=l 

上下動： （M+Azz)且＋Bzzえ十Cz:z:Z=Fz

横揺：（I'l'+A'I'況＋B'I'砂＋C”

+A直＋B直＝M'I'
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縦揺： （Io+Aoo)ii +Boofi +Coo() 

＋少zt+B臼＝M。
船首揺： （I¢+A¢¢)砂＋B¢呼

k 

+EX四 {B砂＋f（刀i)}
i=l 

l 

ーこ Y四 {B戒j+f（む）｝＝M¢
j=l 

(4.1) 

ここで，

M 全体浮体の質鼠

I¢, Io, I¢ 全体浮体の各モードの慣性モ

ーメント

Axx,A匹 9 …,A¢¢： 全体浮体の各モードの付加質

量

Bxx, B1111,… ,B奸： 全体浮体の各モードの減衰係

数

Czz,CP¢,Coo 全体浮体の各モードの復原カ

係数

Axo, Avrp, Arpv, A。が 全体浮体の各モードの連成付

加質量

Bxo, Bycp, Bcpy, B胚： 全体浮体の各モードの連成減

衰係数

Fx，杓， Fz 全体浮体の各モードの外力

M'P，Mo,M,;, 全体浮体の各モードのモーメ

ント

B碑 各係留卜‘‘ルフィンの減衰係数

どj 各係留点の X方向変位 (=x

―¢Yj) 

布 各係留点の Y方向変位 (=Y

+¢Xi) 

f（む）， f（刀i) 各係留ドルフィンの復原力係

数

X叩， Ymj 各係留ドルフィンの X,y座

標

x.., y．．, z．．,.．．, ¢ ．． 全体浮体の各モードの加速度

x, if,え，…，り ： 全体浮体の各モードの速度

なお，全体浮体は非常に長大であるため，波長は浮

体の長さに比して栖端に短いために横揺れ及び縦揺れ

を多少起しても（4.1)式の 印の前後動と

縦揺れ及び左右動と横揺れとの連成項は無視すること

ができる。

4.1.2 流体力係数

(4.1)式に示す式を用いて全体浮体の挙動を推算す

るためには，全体浮体の各流体力 (Axx,Bxx等）を設

定する必要がある。そのために，まず，要素浮体の流
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体力を設定し，つぎに，その値を用いて全体浮体の流

体力を設定する手法を用いる。なお，要素浮体の流体

力は，有限要素法による理論計算結果に縮尺模型によ

る強制動揺実験結果を加味して設定する。

(1) 要素浮体の流体力係数

円柱型及びフーティング型の 2種類の要素浮体に対

する流体力係数については，理論及び実験面から調査

することとした。なお，要素浮体の形状は，円柱型及

びフーティング型とも軸対称であるため縦揺れと横揺

れ及び前後動と左右動が同じモードの挙動になる。し

たがって，要素浮体の流体力係数としては，前後動，

上下動及び縦揺れの 3つのモードについて調べればよ

いことになる。

a) 理論計算

ここで用いる計算手法は一般によく用いられる有限

要素法であり，その手法は軸対称の浮体の周囲の流体

領域を浮体近傍の領城（内部領域）と，その外側に無

限に広がる領城（外部領域）とに分割し，外部領域に

おいて求められた解析解と滑らかに接続させながら境

界条件を満足するような有限要素解を内部領域で求め

るものである。

要素浮体の運動の各モードの流体力係数は，次式に

よっている。

axx 6 bxx 
前後動： a心＝ーp一r' xx= p(t)r 

aな b加

上下動： 伝 ＝ 一p一r ， bzz = r p(J) 

~ (4. 2) aoo - boo 
縦揺れ： 如＝ pll d2' boo= rd2 pw 

前後動と縦揺との連成：

axo 
iixo = prd' 

b四

応{j= p(J)rd 

図 4.2 要素浮体の座標系
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ここで， 0.4 

axェ， 6ヰ 9 …，炉： 要素浮体の流体力係数

aヰ 'bヰ 9 ・・・， b四： 要素浮体の流体力

p: 流体力の密度 d: 要素浮体の喫水

r： 要素浮体の排水容積 血 運動の円周波数

である。ただし，縦揺れの回転軸は，図 4.2に示す要

素浮体の座標系の S または y軸（静水面上にある）

である。

各モードに対する要素浮体の流体力係数の理論計算
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図 4.4 上下モードの付加質鼠係数及び滅衰係数
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図 4.6 前後動と縦揺れとの連成付加質餓係数及

び滅衰係数

結果を図 4.3から図 4.6までに示す。

b) 強制動揺実験

理論計算によって要素浮体の流体力係数を求めた

が，フーティソグ型要素浮体はフーティング部を有し

ているため，粘性に基づく造渦の影響が無視できない

ものと考えられる。したがって，縮尺模型による要素

罪体の強制動揺実験を実施し，理論計算で求めた流体

力係数の検証を行うこととした。

i) 供試模型

実験に使用した供試模型は，実機を 1/6に縮尺した

円柱咽及びフーティ‘ノグ剖要素浮体模型と縮尺影響を



調査するために 1/32.6に縮尺した円柱型要素浮体模

型である。

ii) 実験状態

全体浮体は，非常に長いため，全体浮体が縦揺れ及

び横揺れを多少起しても要素浮体としては上下動だけ

をしているものと考えてよい。したがって，要素浮体

の強制動揺は前後動及び上下動のモードについて行え

ばよいことになる。

なお，強制動揺振幅は実機に換算して前後動と上下

動のモードとも 0.4mであり，振幅影響を調べるた

めに動揺振幅を 0.3m及び 0.2mについても実験し

た。また，水深は実機対応で 20.0mである。

iii) 実験結果及び考察

強制動揺実験で得られた結果の主なものを理論計算

結果との比較で図 4.3から図 4.6に示す。これらの図

から次の諸点が究明された。

イ）前後動モードについては，円柱型及びフーティ

ング型要素浮体とも，付加質量係数及び減衰係数とも

に理論値と実験値とが非常によく一致している。した

がって，要素浮体の前後動モードについては，その変

位最が要素浮体の直径の約 1/20以下であれば，流体

力係数は理論計算によって推算しても充分なる精度が

保たれることを確認した。

ロ）上下動モードについては，付加質鼠係数及び減

衰係数ともに実験値が理論値より相当大きい値を示

す。特に，フーティング型要素浮体の減衰係数は理論

値との差が大きい，その要因としては粘性に甚づく造

渦影響が考えられる。したがって，上下動モードの流

体力係数としては，理論値を実験値で修正した値を使

用する必要がある。

ハ）強制動揺実験時の動揺振幅は，実機対応で 0.2

~0.4mの範囲であったため，動揺振幅が流体力係数

に及ぼす影響が見られず，流体力係数としては粘性に

甚づく成分を考慮して線形として実機に適用すればよ

いといえる。

二）円柱型要素浮体を用いて縮尺が流体力係数に及

ぼす影響を調査したが，本実験の範囲内では顕著な差

異が見受けられなかった。それは，縮尺影響つまりレ

イノルズ数の影響を受ける表面摩擦力成分がボテンシ

ャル流や造渦に甚づく直圧力成分に比して小さいため

であったものと考えられる。

C) 要素浮体の流体力係数の設定

理論計算及び強制動揺実験の結果から，要素浮体の

流体力係数を次のように設定する。
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i) 前後動モードの流体力係数

図4.3から判断して理論値と実験値とがよく一致し

ているため，理論値を適用する。

ii) 上下動モードの流体力係数

図 4.4から判断して，理論値が実験の現象を完全

にはとらえていないため，本調査では実験値を適用す

る。

(2) 全体浮体の流体力係数

全体浮体の流体力係数は，単に要素浮体の流体力係

数を算術和しただけでよいかを検証するために，建造

ユニット模型の自由動揺実験を行い，要素浮体間の流

体力学的な相互千渉影響を調べて設定することにす

る。

なお，建造ユニット模型の自由動揺実験から得られ

る固有周期及び減滅曲線を用いて付加質量係数及び減

衰係数に及ぼす要素浮体間の相互干渉影響が調査でき

る。

a) 建造ユニット模型の自由動揺実験

実機の建造ユニット（長さ 300m, 幅 60m)を

1/33. 3に縮尺した建造ユニット模型を用いて，平水

中において上下動，横揺れ及び縦揺れのモードのそれ

ぞれについて自由動揺実験を実施した。

その結果として，上下動，横揺れ及び縦揺れのモー

ドのそれぞれに関する動揺の固有周期及び減滅曲線が

得られた。各モードの固有周期は下記の値である。

上下動モードの固有周期（模型）： 1.57秒

横揺れモードの固有周期（模型）： 2.19秒

縦揺れモードの固有周期（模型）： 1．65秒 l 
(4.3) 

各モードの減滅曲線は，図 4.7, 図 4.8及び図 4.9

に示す。

一般に a モードの自由動揺を線型化した運動方程

式は，

Z
v
 

0,5 

20 
呻

Zm 

図 4.7 建造ユニット模型の上下動時の減滅曲線
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図 4.8 建造ユニット模型の縦揺れ時の減滅曲線
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ここで，

.. 

Ozz, bzz,…,bxx: 要素浮体の流体力

g : 屯力加速度

A., ： 要素浮体の水線面積

kxx : 建造ユニット模型の横慣動半径

kuu ： 建造ユニット模型の縦慣動半径

GM ： 建造ユニット模型の重心と横メタセ‘ノター

との距離

虚： 建造ユニット模型の菫心と縦メタセ‘ノター
i 

deg, との距離
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仮？u : 建造ユニット模型の屯心と静止水面との距

離

Xi : 要素浮体のX座標

YJ : 要素浮体のY座標

また，要素浮体が軸対称であるために

横揺れのモード

ふ＝ここ (prk;x+yj如
i j 

+a¢p+2改心年＋改孔・a'Vりー）

B'P＝t t (Y/bzz 
t J 

+b¢p+2灰五知＋⑳臼妙）

::＝平芹呵・憚 [ 

aw=a#, a'{'p=aoo, av¢= -azo 

知＝b＃ ， b'{'p=boo, ％＝-bzo 

である。ただし，横揺れ及び縦揺れのモードの慣動半

径 kxx及び Kリッは建造ユニット模型の上部構造は均

一質の薄い平板と仮定して次式で求める。

横慣動半径： kxx=B/J豆＝0.49m

縦慣動半径： Kuv=LIJ豆＝2．57m } 
(4.7) 

ここで， Bは建造ユニット模型の幅で， Lは建造

ユニット模型の長さである。また，重心・メタセンタ

一距離 GMt及び GMしは建造ユニット模型の平水中

における傾斜試験によって求めた値を用いる。その値

は次の通りである。

屯心と横メタセ‘ノターとの距離：

GMt=0.407m 
(4.8) 

屯心と縦メタセンターとの距離：〗：二);:□:〗8i//：言：ま
(74) 



表 4.1 建造コニット模型の固有周期

と減滅係数

モード 固有周期 (sec> 1 減滅係数

実験値 理論値

上下動 1.57 1.62 I 0.0453 
横揺れ 2,19 2,05 I o.o4s6 
縦揺れ 1.65 1.63 I o.o4s6 

以上において設定された値と上下動モードの付加質

量係数及び減滅係数を（4.5)式及び (4.6)式に代入し

て建造ユニット模型の各モードの固有周期及び減滅係

数を求めた結果を表 4.1に示す。

この各モードの減滅係数を，平水中における自由動

揺実験にて求めた各モードの減滅曲線の図 4.7から図

4.9に実線で図中に直線で示す。

また，建造ユニット模型では各モードの固有周期が

理論値と実験値とはよく一致し，図 4.7から図 4.9に

よれば比較的振幅の小さい範囲では各モードの減滅係

数が理論と実験とはよく一致することが判明した。

したがって，要素浮体の上下動モードの流体力係数

を単に加算して求めた建造ユニット模型の流体力係数

を用いて建造ユニット模型の平水中における自由動揺

実験時の固有周期及び減滅係数を推算した結果，相当

な精度で推算可能であることがわかったので，要索浮

体が 4本 X19本程度の建造ユニット模型では，要素浮

体間の相止干渉を無視し，全体浮体の横揺れ及び縦揺

れのモードの挙動は各要素浮体の上下動モードとして

考えても充分であることが確品された。

つぎに，建造ユニット模型の平水中における自由動

揺実験によって確認された事項は，そのまま全体浮体

についても適用可能であるかを検討する。

建造ユニット浮体は全体浮体に比して要素浮体の数

が極端に少ないが，要素浮体間の相互干渉は遠く離れ

た要素浮体との間にはほとんど無視できるので，相互

干渉は比較的近くの要素浮体間にのみに存在するとい

える。したがって，建造ユニット模型の平水中におけ

る自由動揺実験の結果において要素浮体間の相互干渉

を無視してもよいということは，前述のことから全体

浮体に対しても要素浮体間の相互干渉影響を無視して

よいことになる。また，全体浮体は建造ユニット浮体

に対して長さ及び幅が極端に大きくなるので，建造ユ

ニット浮体の場で確忍された横揺れ及び縦揺れのモー

ドの流体力係数が要素浮体の上下動モードの流体力係

数のみで表わすことについては，全体浮体についても

充分適用可能であるといえる。
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b) 全体浮体の流体力係数の設定

全体浮体の流体力係数は，前述のごとく要素浮体の

流体力係数の単純加算及び横揺れと縦揺れのモードに

対しては要素浮体の上下動のモードの流体力係数で置

換できることが確認されているので，要素浮体の流体

力係数の算術和で求められる。

(4.1)式に示す線形運動方程式の諸係数は，（4.2)

式及び (4.6)式の要素浮体の流体力係数を用いて次式

のように書き表わすことができる。

前後動： Axx=こ Ea#， Bzz＝ここ b#

左右動： Avv=};~ avv=}; }; axx, 
i j 

Bvv＝こ区 buu＝ここ b#

上下動： Azz=~ ~ azz, Bzz＝~~b匹 9

Czz=~ ~pgA{I) 

横揺れ： A”=EこY]aZZ,

B,p,p =~ ~Y}bな，
i J 

c"'"'=~ I; pgY/A., 
t J 

縦揺れ： Aoo=~ ~Xla丑，

Boo=I: I: Xlbな，

Coo=~ ~pgX肛A.,

船首揺れ： A¢¢=~~ (X臼十 Yl)azz'
t J 

B¢¢=I; I; (Xl+ Y/)bzz 

連成項： Axo=A。x＝~ ~(a四ー仮；．axェ），
i J 

Bxo=B四＝ここ (b畑一仮•bxx)

連成項： A11"'=A"''/1＝区~ (a11け-OG•a1111)

＝区~ (-axo＋改・axz)
t J 

=-Axo=-Aゅ，

B11"'=B"'11=こ区（知＋改・b1111) 
i J 

＝ここ(-如＋叩・axx)
t J 

=-Bxo=-B肛

(4.9) 

ここで， 0Cは静止水面から全体浮体の重心までの

距離である。

なお，（4.9)式には連成項の係数も設定したが，実

際には全体浮体は高さに比して長さ及び幅が充分大き

いといえるために縦揺れと前後動及び横揺れと左右動

の連成はほとんどないと考えられる。したがって，

(4.1)式の 印を施した連成項は省略して

理論計算を行ってもよい。
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上下動，横揺れ及び縦揺れのモードの減衰力係

数の非線形特性

要素浮体の強制動揺実験及び建造ユニット模型の平

水中における自由動揺実験においては，各モードの運

動振幅は実機対応で 0.4~0.5m程度で大振幅の挙動

を起していない。しかしながら，図 4.7から図 4.9に

示す上下動，横揺れ及び縦揺れのモードの減滅曲線を

見ると，挙動振幅が大きくなると明らかに非線形性を

示している。したがって，全体浮体に比して小さい面

積を有する建造ユニット模型及び部分模型の挙動を推

算する場合は図 4.7から図 4.9に直線で示す線形減衰

係数を適用すると同調付近の大振幅の動揺時の推算が

過大な値になることが予想される。

そこで，建造ユニット模型及び部分模型の波浪中に

おける動揺応答特性の推算には要素浮体の強制動揺実

験によって求めた線形減衰係数は不充分であると考え

て非線形減衰係数を導入した運動方程式によって求め

る必要がある。

したがって，非線形の自由動揺の運動方程式として，

線形の自由動揺の運動方程式 (4.4)式に次式のような

非線形の減衰力項を導入する。

Aaix+Baix+B~ I畢＋C四＝0 (4.10) 

非線形運動方程式の第 3項に示す減衰力項は，建造

ュニット模型及び部分浮体模型を構成する各要素浮体

と水粒子との上下方向の相対速度の 2乗に比例する非

線形減衰力を導入している。

この減衰力項を上下動，横揺れ及び縦揺れのモード

について具体的に示すと次式のように表わせる。

上下動モード：

1 
（平芹妬）え＋（平芹戸pA心）i叫

横揺れモード：

c) 

(~ o/ b叩）¢+（平苓長pA心叫叫
i, j 

縦揺れモード：

非線形減衰係数

要素浮体のX座標

要素浮体のY座標

p ： 流体の密度

である。ただし，（4.11)式は自由動揺に対応するもの

で，水粒子速度の影響は合まれていない。

建造ユニット模型の同調付近のように大振幅の動揺

を起す場合についての理論的推算を行うには，（4.11)

式に示した非線形減衰力項を含めた減衰力を用いる必

要がある。そこで，図 4.7から図 4.9に示す建造ユニ

ット模型の平水中における自由動揺実験によって得ら

れた減衰曲線を用いて大振幅の動揺範囲まで忠実に対

応するように (4.11)式の中の非線形減衰係数 (CD)

を設定することにする。

まず，（4.10)式で示した非線形の自由動揺の運動方

程式に対応する減滅曲線を表わす式を次式のように 2

次式であるとする。

冗比 4B~Ca 
Ja= 2VAぷ知＋ 3Aa 心

つぎに，（4.11) 式の線形減衰係数 (bz~) には表 4.1

において求めた理論値を適用し，非線形減衰係数(CD)

は， 1．0,1.2及び 1.4の3種類の値を用いて (4.12)

式に示す減滅曲線を求めて図 4.7から図 4.9に示し，

平水中における各モードの自由動揺実験結果と比較検

討した。その結果，非線形減衰係数を 1.0にすると実

験値とよく一致する。

したがって，建造ユニット模型及び部分浮体模型の

波浪中における各モードの挙動籠を推算する場合に

は，理論的に求まる線形減衰係数と CD=l.0の非線

形減衰係数とを用いた減衰係数にすれば実験値をよく

表わすといえる。

具体的には，次に示す式を非線形減衰力項として

(4.1)式の左辺に加えればよい。

1 m n 

-pふCD~ ~ luzlUz 
2 i=1 j=1 

CD: 

Xi: 

YJ: 

上下動のモード：

(4.12) 

1 
（平芹妬X?）0+（平芹万pAb◎ |xt1)101&

(4.11) 

ここで，

上下動の速度

要素浮体の上下動モードの減衰カ

横揺れの角速度

要素浮体の底面積

縦揺れの角速度

．．．．．． 

z

b

 

”“
 

.
z
b
.
¢
A
0
 

横揺れのモード：

縦揺れのモード：

1 m n 

-;:;-pAbCD 1: 1: IUzlUz 
2 i=1 j=1 

l m n 

--pAbcDここ XilUz|uz
2 i=1 j=1 

(4.13) 

ただし，

p 

A11: 

CD: 

流体の密度

要素浮体の水線面積

非線形減衰係数（建造ユニット及び部分浮体

では 1.o)
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Xi: 

Yj : 

Uz : 

ら：

である。

4.2 

要素浮体のX座標

要素浮体のY座標

要素浮体と水粒子との上下方向の相対速度

＝え十 Y沖ーXiO-こz

水粒子の上下方向の速度

自由浮体の挙動の推定法に対する実験的

検証

全体浮体は多数の要素浮体によって支持された長大

な構造物であるため，要素浮体間に複雑な流体力学的

な相互干渉や上部構造物の弾性変形などが波浪中にお

ける全体浮体の挙動に影響を及ぼすと考えられる。

そこで，波浪中における全体浮体の挙動に及ぼすこ

れらの影響を解明するために弾性模型を用いて水槽実

験を実施することにした。なお，水槽実験は，これま

での実績に基づくと共に，実験施設，実験技術及び結

果の恰粕性を考慮して，全体浮体の縮尺模型を用いず

に全体浮体の部分を取出した部分浮体模型を用いて実

施した。

また，全体浮体の波浪中における挙動の理論的推算

法がどの程度の推算精度であるかを確品するため，剛

体である仮定の下に作成した (4.1)式に示した連動方

程式及び 4.1節において設定した各運動モードの流体

力係数を用いて部分浮体模型の水槽実験に対応する理

論計算を行い，水槽実験結果と比較検討した。

なお，ここでは， ドルフィンリンク型式で係留した

場合の全体浮体の挙動及び係留力を推定する手法を確

立するための基本資料となる無係留状態における全体

浮体の挙動を解明した。

4.2.1 自由浮体の挙動実験

3種類の大型部分浮体模型及び建造ユニット模型を

用いて規則波中における挙動実験を行なった。

(1) 供試模型

まず，建造ユニット模型は，浮体工法による海上空

港を建設する場合に全国各地の建造ドックで建造ユニ

ットを製作して，それを設置場所で洋上接合する建造

方式を採用するために，洋上接合及び曳航時の挙動を

解明するためのもので，建造ユニットを 1/33.3に縮

尺したものであり，その主要目を表 4.2に，模型の概

要図を図 4.10に示す。

つぎに， 3種類の大型部分浮体模型は，可能な限り

全体浮体の大型模型を用いて水槽実験することが望ま

しいが，実験施設等の関係から模型の大きさに制限を
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表 4.2 供試模型の主要目

全体浮体の部分模型

主喪目 蝙造ユニット模型

NO,l模型 N0.2模製 N0,3模型

全 長 (m) 8,9 35.9 17.9 20.23 

全 輯 (m) 1, 7 5.3 l 12,5 3,34 

喫 水 (m) 0.195 0.195 0.195 0.210 

縮 尺 1/33. 3 1133,3 1133.3 1/30, 9 

要＊浮体の本数 4 x20 12 X 80 28 X 40 7 x42 

戸
UNIT:nm 

図 4.10 建造ユニット模型の概要図

受けた。したがって， No.1, No. 2, No. 3の3種類

の大型部分浮体模型を製作した。

No. 1模型は縦波用の模型で，全体浮体の長辺が

1/4で，短辺が約 1/5であり，全体面積の約 1/20の部

分を 1/33.3に縮尺したもので，その主要目を表 4.2

に，模型の概要図を図 4.11の下図に示す。

No. 2模型は横波用の模型で，全体浮体の短辺が

1/1.5で，長辺が約 1/12であり，全体面積の約 1/18

の部分を 1/33.3に縮尺したもので，その主要目を表

4.2に，模型の概要図を図 4.11の上図に示す。

No. 3模型は斜め波用の模型で，全体浮体の長辺及

び短辺とも 1/8であり，全体面積の 1/64の部分を

NO.l MODEL 

WAVE ． 
、MeasuredPoint 

N0、2 MOPEL 

35, 900 _-- -------

- 8,900 -,Ll(X) 。

゜UIT O エ¥WAVE 
ド町

ぶ

図 4.11

＼ヽ↓

UNIT:nm¥ Measured POInt 

No. 1及び No.2部分浮体模型の概

要図
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WAVE DIRECTION EXP. 
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△ 

1.0 

＇ 5.0 

2.5 sec 

1/30. 9に縮尺したもので，その主要目を表 4.2に，

模型の概要図を図 4.12に示す。

なお，要素浮体は，建造ユニット模型及び部分浮体

模型ともフーティング型である。また，模型は総て弾

性模型であり，上部構造物の剛性は想定実機とほぼ相

似にしてある。

(2) 実験内容

水槽実験時に発生させた規則波は，表 4.3に示すよ

うな入射角，周期及び波高である。

模型の挙動は，建造ユニット模型及び No.3模型

については重心付近の上部構造物の上面で 6自由度の

挙動を計測し， No.1及び No.2模型については図

4.11に示す波の入射側の端部の上部構造物の上面に

おける前後動，上下動及び 3モードの傾斜を計測した。

なお，水深はすべて実機対応で 20.0rnである。

表 4.3 水槽模型試験時の波浪条件

全体浮体の部分撲型
波浪条件 蝙造ユニット摸型

瓜／及び“.2模型 Al, 3模 型

液 の 入 射 角 00 り5° 90° 00 0° 30° 60° 90° 

波周期 模型 0,8-2,25 0,8 -2.0 0.5-3,0 

(sec) 
実機 4,6-13.0 4.6 -11.5 2.8-16.7 

波 高 模型
0.03 0.10 0,03 -0.10 0.03 -0.11 

(m) 実濃 1.0-3.3 1, 0 ~ 3, 3 0,9 -3,4 

(3) 実験結果

建造ユニット模型の規則波中における 6自由度の挙

動に関する応答特性を図 4.13から図 4.18に示す。

No. 1及び No.2部分浮体模型の規則波中における

波の入射側端部における前後動，上下動及び領斜の応

答特性を図 4.19から図 4.23に示す。また， No.3部

分浮体模型の規則波中における 6自由度の挙動に関

する応答特性を図 4.24から図 4.30に示す。なお，

No. 3部分浮体模型については波との出会角 (x)を変

化させている。
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建造ユニット模型の波浪中における上

下動の応答特性
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建造ユニット模型の波浪中における横

揺れの応答特性
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図 4.17 建造ユニット模型の波浪中における縦

揺れの応答特性
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図 4.18 建造ユニット模型の波浪中における船

首揺れの応答特性

No. 1部分浮体模型について計測した上下動及び傾

斜は，上下方向の力によって誘起される挙動であるた

め，係留系の影響をほとんど受けないとしてよい。し

たがって， No.1及び No.2部分浮体模型の係留状
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2,0 

sec 
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for Full Scale 
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図 4.19
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No. 1及び No.2部分模型の波浪中

における前後動の応答特性

NO,l MODEL 

COND lTI ON EXP, 

MOORED 0 

FREE ● 

CALCULATION COND lTI ON 

ELASTIC 

RIGID 

1.0 

゜

0o,5 1,5 
,J for MODEL 2.0 sec 

2,5 

図 4.20

5.0 10,0 sec 

for FuII Scale 

WAVE PERIOD 

7,5 

No. 1部分模型の波浪中における上下

動の応答特性

態についての規則波中における上下動及び傾斜の応答

特性も図 4.19から図 4.23に示す。

なお，建造ユニット模型及び No.1と No.2部分

浮体模型の回転モードの挙動を無次元化する場合の最
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図 4.22 No. 2部分模型の波浪中における上下

動の応答特性

大波傾斜は設置場所の水深に相応する波に対して求め

ている。

これらの図から自由浮体の規則波中における挙動の

応答特性に関して，次の事項が判明した。

i)縦波中 (x=O゚ ）においては，要素浮体に作用

する波強制力は場所によって作用する位相が巽なるた

め，浮体全体として波から受ける力は互に相殺されて

小さくなる。したがって，部分浮体模型の各モードの

挙動は非常に小さくなる。しかしながら，模型の端部
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No. 2部分模型の波浪中における局部

傾斜の応答特性
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No. 3部分模型の波浪中における前後

動の応答特性

における上下動には，浮体の上下動に縦揺れ及び弾性

変形が重畳されるため図 4.19及び図 4.23に示す

No. 1及び No.2部分浮体模型の実験結果からも判

るように上下動の固有周期（約 1.6秒）付近で，他の

モードの挙動に比して応答特性が高い値を示してい

る。また，浮体の長さが入射波の波長に比して相当長

いこと，要素浮体が多数並んでいるために波強制力が
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図 4.25 No. 3部分模型の波浪中における左右

動の応答特性
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No. 3部分模型の波浪中における上下

動の応答特性

零になる波周期が多数存在することなどのために各モ

ードの挙動の応答特性は波周期の変化に対して激しく

変化する傾向を示す。

ii)横波中 (x=90゚ ）においては，建造ユニット模

型及び No.2部分浮体模型とも部分浮体であるため

図 4.28

WAVW PERIOD 

No. 3部分模型の波浪中における横揺

れの応答特性

に入射波の進行方向に沿う要素浮体の数が少なく，浮

体全体として波から受ける力の相殺効果が減少し，実

機対応で周期 10秒付近の波周期の入射波に対しては

浮体が入射波高または波傾斜と同程度の挙動を起す。

しかしながら，全体浮体の横波時は，縮尺から判断す

ると No.3部分浮体模型の縦波中の挙動となるので，

実際には i)において述べた応答特性と同じになる。

(81) 
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No. 3部分模型の波浪中における船首

揺れの応答特性

iii)斜め波中 (x.=30°,45゚ 及び 60゚ ）においては，

No. 3部分浮体模型で行った波との出会角の変化に対

する挙動の応答特性の結果を示す図 4.24から図 4.30

までの図から判るように，波との出会角が 900 と60°

との各モードの挙動の応答特性を比較すると x.=900

の応答値に対して x.=60° の応答値が極端に小さくな

っている。したがって，要素浮体群で支持された浮体

は入射波の進行方向に沿う要素浮体の数が増加した

り，斜め波を受けると波から受ける力の相殺効果が急

に増加して各モードの挙動が減少する。
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4.2.2 自由浮体の挙動の理論的推定

波浪中における自由浮体模型（係留されていない状

態）の挙動実験に対応する理論計算を 4.1節において

設定した運動方程式を用いて行ない，理論計算法の妥

当性を検討する。なお，計算に用いる流体力係数及び

波強制力は，既に前述した手法によって求める。

(1) 理論計算の手法

理論計算を行う手法の概略は，次の通りである。

i)運動方程式 (4.1)式を用いる。ただし，係留力

に対応する項は除く。

ii)運動方程式の各流体力係数は， 4.1.2 の (2)

の b)で示した設定法に従って求める。

iii)波強制力は 3.2節で示した手法に従い，要索浮

体間での相互干渉効果を無視して求め，さらに修正係

数を乗じて用いる。

iv)浮体が連成項を無視できる程，十分に長大であ

るとはいえないので，（4.1)式に示した理論式を用い

る。

V)浮体の動揺は上下動，横揺れがかなり大きくな

る場合があるので， 4.1.2の (2)の C)で示した非

線形減衰係数 Cn(=1.0)を次のように等価線形化し

て用いる。

上下動：

横揺れ：

縦揺れ：

4 

3冗
―pふCDここ屁Uz

i j 

4 

3TC 
pAbCD I; 2;: Yj•Uz• み

i j 

3 
-~pAbCD t t X心•Uz

4冗 i J 

ただし，らは Uzの振幅を示す。なお，線形滅衰係

数には 4.1.2の (1)の a)で示した理論値を用い

る。

(2) 理論計算結果と実験結果の比較

多数の要素浮体からなる脚部を有する浮体の動揺の

応答関数は，波周期の変化に対して激しく変動する。

この変動を厳密に理論的に追っていくことは非常に手

数を要し，また短波項不規則波の実海面における全体

浮体の挙動の推定を行う上では，この応答関数の細か

な変動は本質的なものではない。このような観点か

ら， 3.2節では全体浮体に作用する波強制力の応答関

数として，要素浮体間の相互干渉効果を無視し，さら

に細かな変動を取り除いた実効値的なものでよいこと

が判明している。ここでも， 3.2節の手法に従い，部

分模型に作用する波強制力として要素浮体間の相互干

渉効果を無視して求めたものを用いているので，理論



的に推定した部分模型の動揺の応答関数は，波周期の

変化に対する細かな変動までも実験結果に対して忠実

に対応する必要はないといえる。したがって，波周期

の変化に対して激しく変動する高周波成分を取り除い

た実効値的な評価によって，波浪中における浮体の挙

動の理論的推定法の妥当性を検討していくこととす

る。

なお，理論計算の結果は実験結果と比較して図 4.13

から図 4.30に示してある。これらを比較検討した結

果，以下のことがわかった。

i)実効値的な評価法によると， 4.1節で示した理

論的推定法は建造ユニット模型の横波中における結果

を除いて部分模型の挙動実験の結果をよく説明してい

るといえる。ただし，図 4.21に示す No.1模型の端

部における傾斜については，実験値が理論値よりかな

り大きい値を示しているが，計測鼈が最大波傾斜に対

して高々 3/100と非常に小さい値であり，計測精度か

ら判断して両者の不一致は特に問題になる量であると

はいえない。

ii)横波中における建造ユニット模型の動揺につい

ては，特に上下動及び横揺れの同調時の理論値は実験

値よりかなり大きな値を与えている。理論計算では，

4.1.2項の (2)の c)で設定した大振幅動揺時の非

線形減衰係数 (CD)を 1.0としているが，図 4.7から

わかるように CD値を定めた減滅曲線においては動揺

の最大振幅が約 16mmであり， 50mm程度の動揺に

対しては適正な CD値であるとはいえない。したがっ

て，横波中における建造ユニット模型の同調時の応答

のように非常に大きな動揺をしている場合には，減衰

力が非常に大きくなり， 4.1.2項で設定した CD値は

過小な値であると考えられる。このような理由で，建

造ユニット模型のような小さな供試模型の大振幅挙動

に対しては十分に精度よく推定できないのに対して大

型の部分模型の挙動は小さな動揺振幅なので精度よく

推定されたものと考えられる。

以上の結果から， 4.1節で示した理論的推定法は全

体浮体のように大きな浮体に対しては波浪中の挙動の

推定に十分有効な手法であることが確認されたと考え

られる。

4.2.3 弾性を考慮した浮体の挙動の理論的推定

模型を弾性甚礎の上に置かれた一様梁と仮定した弾

性を考慮した理論計算を，波浪中における No.1及

び No.2模型の端部での上下動及び傾斜について行

った。その結果を実験値及び剛体の仮定の下での理論

83 

値との比較を図 4.20から図 4.23に示している。

これらの図に示すように， 3者の値を比較すると，

2種類の理論計算法による結果には多少の差異が認め

られるが，全体的には大差なく，実験との対応という

点からみても弾性を考慮した方がよいとは必ずしもい

えない。今回調査した範囲で得られた結果だけから弾

性を考慮する必要がないと考えるのは速断であろう

が，全体浮体の挙動及び変位は剛体の仮定の下での計

算値より桁違いに大きな変位なり傾斜が弾性変形によ

って生じることはないと思われる。

したがって，現時点では，局部的な弾性変形量を除

けば浮体式海上空港を剛体として販り扱って浮体の挙

動を推定しても大略よいと思われる。

4.3 係留浮体の挙動と係留力の推定法に対す

る実験的実証

4.3.1 水槽実験の内容

4.1.1項に示した運動方程式の各係数は 4.1.2項で

設定した他に，外力の大きさについては 3章で，係留

装置の特性については 6窄で設定されている。それら

の設定値を (4.1)式に代入すれば挙動と係留力を推定

できるが，計算による推定値と実験値とを比較して推

定手法の検証を行うために， 4.2.1項に述べられてい

る大型の部分模型（表 4.2に示す No.1, No. 2及び

No. 3模型）を適当な特性を持った係留装償で係留し

て水槽実験を行うこととした。

実験に際しては 4.2節で述べた事項の他に係留装置

の設計に特に留意し，係留浮体としての固有周期がフ

ルードの相似則を満し，かつ実機の係留系の非線形特

性を可能な限りシミュレートするような設計とした。

すなわち， No.1模型と No.2模型の実験ではセル

型防舷材のミニチュアを製作し，それを適‘ーりに組み合

せることによって， No.1模型は縦波中にある場合

を， No.2模型は横波中にある場合を，それぞれ実

機と相似に近くなるような係留系を実現した。また，

No. 3模型の実験においてはスプリソグと屯錘を糾合

せることにより非線形特性を出すようにエ夫し，縦方

向及び横方向の係留系の特性が係留系のそれとほぼ相

似になるように設計した係留装置を用いた。係留系は

図 6.3に示されているように，縦方向にドルフィン

15某，横方向にドルフィ ‘1/ 22甚という配置である

が，模型の係留装置の設計に当っては， ドルフィン 1

基当りの反力 (F)が変位 (o)に対して，次表の

(83) 



84 

o (mm) I O I 100 I 200 I 300 I 400 I 500 I 600 I 700 I soo・I -900 I 1,000 

F (ton) I O j 728 I 1,・312 j 1,730 j 1,920 I 2,000 j 1,952 I 1,889 j 1,872 j 1,904 I -

ような関係にあるとして計算した。 No.1及び No.2 

模型や No.3模型に対する実機相似の係留特性と実

験に用いた係留系の特性との比較図を図 4.31及び図

4.32に示す。

No. 1及び No.2模型についての実験は，図 4.33

に示すように係留装置を配置し，波の入射方向は同一

で No.1模型と No.2模型では波の伝幡方向への長

さを変更した実験となるように計画して実施した。実
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図 4.33 No. 1及び No.2部分模型の係留装

置の配償

験状態は No.1模型及び No.2模型ともに次の通り

である。

規則波

周期： 0.8~2.0sec 

（実機相当 4.62~ 11. 55 sec) 

波高： 30~100mm（実機相当 1.0~3.3m) 

不規則波

平均波周期と有義波高が，第 2窄において設定さ

れた気象海象条件のうち N2,N4, N5及び Al

の状態（表 2.15参照）の値に相当する長波頂不

規則波。
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図 4.31 No. 1及び No.2部分模刑用係留系

の変位と反力特性
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図 4.32 No. 3部分模刑用係留系の縦及び横方

向の変位と反力特性
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図 4.34 No. 3部分模型の係留装置の配置

No. 3模型に対する実験は，図 4.34に示すように

係留装置を配置し，波方向を変更してその影響を調査

することを主目的として実施した。実験状態は次の通

りである。

規則波

周期： 0.4~5.0sec

（実機相当 2.22~27.79sec) 

波高： 30~110mm（実機相当 0.9~3.4m)

波方向： 0°'26°, 60° 及び 90°



不規則波

平均波周期と有義波高が N5及び Alの状態

（表 2.15参照）の値に相当する長波頂不規則波

波方向： 0°'26°'60° 及び 90°

4.3.2 水槽実験による調査の結果

4.1.2項で述べたように，実機の係留装置が浮体の

挙動に与える影響は水平面内の挙動（前後動，左右動，

船首揺）のみに現われ，その他の連動には現われない

と考えてよい。模型実験に用いた係留装置もそうした

特性を保つように配慮して設計してある。そこで，以

下では係留浮体の実験で計測された水平面内の連動及

び係留力と理論計算によるそれらの推定結果との比較

について述べる。

規則波中実験に対応する計算では，各要素浮体に働

く波強制力の計算値を合成して求めた波強制力と，実

験に用いた係留系の特性を線形化したものを（4.1)式

に代入して，各モードの動揺振幅を解析的に求めた。

規則波中実験では波高をあまり大きくしていないので

非線形応答は顕芳に現われておらず，必ずしも非線形

特性を忠実に追従するような計算をする必要はないと

考えた。

No. 1及び No.2模型の前後動の振幅の実験値と

計算値との比較図を，無係留状態に対する結果ととも

に図 4.19に示す。また，係留力振幅の比較図を図

4.35に示す。波周期が長くなるにつれて前後動の振

幅及び係留力の振幅ともに大きくなっている。前後動
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図 4.35 No. 1及び No.3模咆の波浪中にお

ける前後動モードの係留力特性
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の振幅の増加する傾向が無係留状態より急激であるの

は係留浮体としての固有周期との関係である。これら

の図より，前後動の振幅及び係留力の振幅ともに実験

値と計算値は定性的及び定量的にも良く一致している

ことがわかる。模型の長さが入射波長に比べて大きい

ため，計算値は波周期の変化に対して大きく変動して

おり，その変動の傾向は必ずしも実験値と対応してい

ないが，図 3.43及び図 3.44に示されているように波

強制力の推定値（相互干渉効果を考慮しない計算によ

る）自体がそのような観点では最早実験値と対応して

いないこと，実際の波に対する応答の予測という面か

らは波周期に対する細かな変動よりも周期に対しての

積分値の方が屯嬰であることを考えれば，この程度の

対応の仕方で良好と言ってよい。

No. 3模型の前後動の振幅と左右動の振幅の実験値

と計算値とを比較して図 4.36及び図 4.37に示す。船

首揺れの振幅についての比較図は無係留状態に対する

結果とともに図 4.30に示す。また，前後動方向の係

留力の振幅の比較図を図 4.38に，左右動方向の係留

力振幅の比較図を図 4.39に示す。この実験状態では

係留浮体としての固有周期が前後動，左右動及び船首

揺れの各モードとも 4秒（実機相当 22秒）付近にあ
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No. 3部分模型の波浪中における左右

動モードの係留力特性

るが，理論計算では造波減衰のみを考慮して係留装置

の減衰や粘性減衰を考慮していない（動揺周期が長く

なると後者の 2つの方が断然大きくなる）ので， x=

90° の左右動と左右動方向の係留力や x=26°,60° の

船首揺れのように，同調周期に近づくにつれ理論計算

結果が過大になる傾向を持つものと考えられる。しか

しながら，今回の調査で問題にしている実機相当波周

期で 12~13秒以下の範囲では，動揺振幅及び係留力

の振幅ともに実験値と計算値とが非常によく一致して

いると言える。また，上記の減衰力については，その

大部分を占める係留装置の減衰に関する調査が 6章で

行われており，実機に対する予測手法にはその結果が

折り込まれているので実際上の問題は生じない。

不規則波中実験に対応する計算では，実験が 100年

台風に相当するような大波高についても実施されたの

で，模型実験に用いた係留系の特性そのものを入力し

て非線形応答を直接的に求める手法を採用した。すな

わち，入射波の計測結果を解析して得られた有義波高

及び平均波周期で与えられる波スペクトラムと 3.2に

示した方法で求めた波強制力の応答関数から波強制力

の時系列を求め，それに対する浮体の運動と係留力を

Runge-Kutta-Gill法によるディジタルシミュレーシ
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ョンで計算した。その方法は本質的に 7章で用いたも

のと同ーであるので，詳細については 7.1を参照され

たい。

No. 1及び No.2模型についての実験のうち， Al

状態 (100年台風時）に相当する場合の実験結果とそ

れに対応する条件で行ったシミュレーション計算の結

果の比較を表 4.4及び表 4.5に示す。この実験の際に

は，模型が実機の約 1/5の部分に相当する小型のため

に前後動が実機に対する予測値より相当大きくなって

おり，係留装置の非線形特性が現われる領域に入って

運動している。したがって，非線形応答の予測法に対

する検証が充分に行なえる実験結果であると考られ

る。表 4.4によれば， No.1模型の前後動の平灼周期

の実験値がシミュレーション結果より長くなっている

以外は， No.1及び No.2模型に対する前後動と係

留力の有義値及び平均周期とも実験結果とシミュレー

ション結果がほぼ良く対応していることがわかる。な

ぉ，表に記載してある前後動による力の変動分は前述

表 4.4 No. 1部分模型の不規則波中係留実

験結果とシミュレーション結果との

比較

長波頂不規則波 H113=126.25 nlll Tv=l.581 sec 

項 目 平均周期(sec) 定常値 有義イ直

前後動によるカ 入 力 1, 66 20.25 kg 22,89 kg 

シミュレーツヨン 2.87 4,211面 8.54 nm 
前 後動 -・--

実 験 り，7り 7.90 nm 
シミュレーション 2.58 6.75 kg 8.42 kg 

係 留力

実 験 2,89 5, 72 kg 

表 4.5 No. 2部分模型の不規則波中係留実

験結果とシミュレーション結果との

比較

長波頂不規則波 H113=132.24叩1 Tv=l.633 sec 

項 且 平均周胡 (sec) 定常 1直 有義値

前袂動によるカ 入 力 1.70 39.60 kg 54,45 kg 

シミュレーション 2.67 6.38 1M1 16,43 rrm 
前沃動

実 験 3.34 19,11 ITTTI 

シミュレーション 2.07 7,93 kg 12.80 kg 
係留力

験実 2.49 13.43 kg 
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のようにして求めた波強制力であり，定常値は実機に

働く風抗力や潮流力などに相当する分として模型実験

の際に加えた定常荷重である。

No. 3模型についても同様な比較検討を行って，ほ

ぼ同様な結果を得た。 100年台風に相当する条件（実

際に計測された波は多少低かった）で波方向が 90° の

場合について，入射波及び左右動のパワースペクトラ

ムの比較図を図 4.40に示す。一見して，周波数の低

い領域で左右動のパワーの実験結果がシミュレーショ

ン結果より大きいことが認められるが，低周波領域で

は入射波のパワーの計測値が計算に用いた値より大き

いこと，規則波中実験の項で述べたように低周波の波

によって誘起される左右動は相当大きくなることなど

を考えれば，この相違は実験に用いた波が I.S.S.C.

スペクトラムと正確に一致しなかったことに起因する

ものと判断される。それ以外の点では実験結果とシミ

ュレーション結果は良く対応している。
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図 4.40 No. 3部分模型の不規則波中における

波と左右動のスペクトラム

以上， No.1, No. 2及び No.3模型の係留状態に

対する実験結果と 4.1に示された推定法で得られた結

果について比較検討した。その結果，全般的に見て実

験結果と計算結果は良く一致しているので， 7章で詳

述するようなシミュレーション計算によって全体浮体

の挙動や係留力を推定することが可能であると判断さ

れる。
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第 5章浮体空港の構造に関する検討

浮体式海上空港の構造に関しては，日本造船工業会

が提案している海上空港構想を白紙の状態に立ち戻っ

て再検討した。その結果の概要は既に第 1章において

述べてある。

本章においては，本調査に用いた浮体式海上空港モ

デルの選定過程，浮体空港の構造強度面及び空港機能

面を屯要視した概略検討を行った過程及び浮体空港モ

デルの構造面からの可能性と安全性を検討した過程等

について，その主要な部分だけについて示すこととす

る。

5.1 構造の評価手法

浮体式海上空港の構造を検討するにあたっては，一

般船舶及び各種海洋構造物を設計・建造する場合の一

般的かつ適用実績のある手法と同様な手法を本調査に

おいても適用して，以後の検討を行うこととした。

まず，浮体式海上空港に適用する構造様式について

は，設置予定場所における気象海象条件及び空港とし

ての使用条件などを考慮し，空港機能面及び建造，施

工及び維持補修面から判断して現時点において最も適

合性が高いと思われる浮体空港の構造様式を選定す

る。

つぎに，選定された構造様式の使用材料については，

適合性のある鋼，コソクリート，ァルミニウム及び

FRP等について，価格，耐食性，施工性及び維持補

修等種々の角度から比較検討し，その結果を総合判断

して最も適合性の高い材料を選定する。また，選定さ

れた材料の合理的な糾合せ及び浮体の 2重殻構造と 1

屯殻構造の経済性などについても検討を行う。

以上の過程を経て選定された浮体空港の構造に関す

る概略構想に対して空港機能面からの可能性，構造の

安全性や経済性及び災害の局所化等を考慮しながら日

本海事協会において定められている基準に準拠し，屈

壁の配置及び部材寸法を決定する。また，航空法に甚

づいて舗装寸法を決定し，施設構造物の配置及び屯闊

を決定し，それらの屯鼠を考慮して要素浮体の主要寸

法等を決定する。

つぎに，浮体式海上空港が稼動している状態におけ

る空港機能面及び構造強度面からの安全性の確認及び

100年台風時における構造強度面から充分安全が確保

されるかの確認などのために，浮体式海上空港に対し

(88) 

て静的及び動的構造解析を行う。また，浮体空港を建

設するに際しては，全国の造船施設を活用して建造ユ

ニットを建造した後の曳航問題としては，曳航時の波

浪に対する強度面からの安全及び海象条件から曳航可

能日数について検討を行う。これは建造工期や建造コ

ストを想定するに屯要な項目となる。

最後に，災害モデルとして航空機が離着陸時に失速

して墜落した場合に浮体空港の構造に与える損傷規模

を検討する。

以上が構造の評価手法であるが，これを流れ図にし

て示すと図 5.1のようになる。

なお，要素浮体の使用材料に関しては，上述した流れ

と平行して要素浮体をコンクリートで建造する場合に

ついても試設計及び強度面の検討を行うことにした。

終了

図 5.1 構造に関する検討手順のフローチャート

5.2 構造様式の選定

浮体式海上空港の構造様式を選定するに当っては，

白紙の状態に立ち戻って，まず，設置場所，浮体の形



状，自然環境条件及び航空機の重量等，概略設計に必

要な埜本条件を設定し，それらの条件を涵足する各種

の浮体空港の構造様式を列挙し，それらの特性を調査

した。そして，空港としての機能性，安全性及び経済

性を考慮し，特性を総合的に検討して浮体空港の構造

様式を選定した。なお，浮体空港の上部構造物の高さ

は，浮体の剛性，建造ユニットを曳航する場合の構造

強度，鋼材屯最の軽減及び浮体内部の空間利用として

の新交通システムの採用等を考慮して約 10mとし

た。

5.2.1 基本条件の検討

浮体式海上空港の構造強度の調査検討を行うための

前提となる埜本条件及び許容値を設定する。

(1) 浮体式海上空港の主要寸法及び設懺場所

既に第 1章において述べたように，主滑走路用浮体

は長さ 5,000m,幅 840mであり，補助滑走路用浮

体は長さ 4,000m,幅 410mである。設置場所は大

阪湾であるとする。

(2) 航空機重鼠

航空機の大型化に対する想定は非常に困難である

が，最近における航空機の大型化を考慮して，満載時

の重量を 500tと設定した。

また，航空機の脚数，脚配置，ー車輪当りの荷屯及

びタイヤの接地圧等は， B-747を参考にして，脚及び

タイヤの配置を図 5.2とし，全体重輩比を用いて各種

の値を表 5.1に示すように設定した。

次に，航空機の通常状態における着陸時の衝撃荷屯

は，一般に荷重の 1.35倍程度を適用しているが，ょ

り安全性を考慮して満載状態の 1.35倍になる 1.69倍

を採用する。なお，着陸時の航空機重塁は，燃料消費

等を考慮して表 5.1の軽荷状態を用いた。

(3) 自然環境条件

浮体式海上空港の構造強度の調査及び検討を実施す

る場合の自然環境条件は，第 2章において設定された

値を適用する。しかしながら，温度による浮体の伸縮

及び温度差による浮体の撓み量の概略検討並びにそれ

らが係留装置や構造強度に及ぼす影響を検討するため

に気温は理科年表を用いて設定した。

理科年表によれば，過去の記録から大阪地方におけ

る気温の最高及び最低値は次の通りである。

最高気温 (1933年～1974年） 38.2°c 

最低気温 (1883年～1974年） ー 7.5°C

年平均気温 (1941年～1970年） 15.6°C 

これらの値を用いて気温条件としては，次の値を適用

航空機の中心

• --·—―•一·← 
クイヤの接地形状

図 5.2 航空機の脚配置（タイヤの位置）

表 5.1 設定した航空機の諸要目

軽荷時の総重量 400 t 

満載時の総重量 500 t 

ー脚当りの荷重 (/J.クイヤ） 117 t 

クイヤの接地圧 14,3 kg/cm2 

クイヤの接地面積 (At) 2,045 cm2 

車輪配置形式 複々式

脚配隧形式 4脚式

クイヤの接地幅 (Dt=0,83ffi) 37,53 cm 

複卓輪の横中心間漏 (S) 111.8 cm 

複々輪の縦中心間隔 (ST) 147,3 cm 

--E（S1J 

381 cm 

脚中心間隔 (S2) 363 cm 

(S3) 307 cm 

する。

最高気温 40°c 

最低気温 ー 10°c

平均気温 15°C 
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また，使用材の線膨張係数は，一般に用いられてい

る便覧に提示されている値を適用する。

鋼 11.6X 10-6 

コソクリート 12.ox 10-e 

5.2.2 構造様式の調査

浮体式海上空港の構造様式としては，多種多様な様

(89) 


